
主
な
取

組
の

成
果

課
題

【
目

標
１
】
い

つ
ま
で
も
地

域
と
つ
な
が

り
、
い

き
い

き
と
活

躍
で
き
る
環

境
づ

く
り

【
目

標
３
】
医

療
を
含

め
た
施

設
・
在

宅
サ
ー
ビ
ス
を
安

心
し
て
利

用
で
き
る
仕

組
み
づ

く
り

【
目

標
２
】
状

態
を
改

善
し
、
健

康
寿

命
を
延

伸
す
る
多

様
な
サ
ー
ビ
ス
の

展
開

●
マ
ッ
チ
ン
グ
率

の
伸

び
悩

み
•
高

齢
者

の
就

労
意

欲
の

高
ま
り
に
比

べ
、
就

労
マ
ッ
チ
ン
グ
率

は
約

3
割

に
留

ま
る
。

〇
高

齢
者

の
就

労
等

に
よ
る
社

会
参

加
の

促
進

（
P
3
）

•
「
生

涯
か
つ
や
く
支

援
セ
ン
タ
ー
」
を
立

ち
上

げ
、
新

た
な
企

業
の

開
拓

や
マ
ッ
チ
ン
グ
支

援
を
強

化
。
登

録
者

数
3
5
1
人

、
企

業
数

2
6
0
社

（
R
1
年

度
）
。

R
2
.5

.2
8

地
域

包
括
ケ
ア
推

進
課

主
な

取
組

の
成

果
と

課
題

、
8
期

計
画

の
方

向
性

〇
専

門
性

を
い

か
し
た

介
護

予
防

事
業

の
推

進
（
P
7
）

•
R
1
か
ら
「
フ
レ
イ
ル
対

策
事

業
」
を
開

始
、
目

標
の

2
,5

0
0
人

を
上

回
る
2
,6

1
4
人

に
フ
レ

イ
ル
チ
ェ
ッ
ク
を
実

施
。
介

護
予

防
の

取
組

に
つ
な
げ
る
。

○
認

知
症

施
策

の
推
進

（
P
1
1
）

•
認

知
症

サ
ポ
ー
タ
ー
養

成
講

座
を
通

し
て
、
市

民
向

け
の

普
及

啓
発

を
実

施
。
養

成
数

は
、

R
1
に
5
2
,5

6
5
人

（
計

画
値

5
2
,0

0
0
人

）
と
順

調
に
増

加
。

“
効

果
的

な
フ
レ
イ
ル

対
策

”

“
医

療
や
健

診
な

ど
の

デ
ー
タ
を

活
用

“

“
若

い
世

代
に
も

認
知

症
窓

口
を

周
知

“

“
若

手
職

員
の

交
流

促
進

”

“
ニ
ー
ズ
に
合

っ
た

就
労

先
の

開
拓

”

“
支

え
合

い
活

動
の

創
出

・
充

実
”

●
活

動
創

出
は

ま
だ

こ
れ

か
ら

•
地

域
支

え
合

い
推

進
会

議
の

設
置

箇
所

に
対

し
、

支
え
合

い
活

動
の

実
施

箇
所

は
約

3
割

と
少

な
い

。

●
“
フ
レ
イ
ル

”
っ
て
何

？
•
調

査
で
は
、
高

齢
者

の
約

８
割

が
「
フ
レ
イ
ル
」
を

知
ら
な
い

と
回

答
。

●
加

齢
と
と
も
に
高

ま
る
リ
ス
ク

•
調

査
で
は
、
高

齢
者

の
約

３
割

が
過

去
１
年

に
転

倒
経

験
が

あ
り
、
加

齢
と
と
も
に
割

合
が

高
く
な
っ
て
い

る
。

●
早

期
発

見
・
早

期
診

断
に
つ

な
ぐ
周

知
を

•
調

査
で
は
、
高

齢
者

の
7
割

以
上

が
、
認

知
症

に
関

す
る
相

談
窓

口
を
「
知

ら
な
い

」
と
回

答
。

○
介

護
人

材
の

確
保
・
育
成

•
介

護
関

係
者

、
学

生
、
復

職
希

望
者

に
介

護
職

の
魅

力
発

信
等

を
行

う
「
交

流
事

業
」
を
実

施
。
R
1
の

参
加

者
は
8
2
人

と
一

定
の

成
果

は
あ
る
も
の

の
計

画
値

を
下

回
る
。

●
離

職
者

の
多

く
は

3
年

以
内

•
調

査
で
は
、
事

業
所

に
就

職
し
て
3
年

以
内

の
離

職
が

全
離

職
者

の
約

７
割

を
占

め
る
。

〇
主

体
的

な
健

康
づ

く
り
の

促
進

（
P
8
）

•
健

康
寿

命
の

延
伸

に
寄

与
す
る
「
運

動
」
「
栄

養
・
食

生
活

」
「
社

会
参

加
」
の

活
動

を
総

合
的

に
推

進
。
お
か
や
ま
ケ
ン
コ
ー
大

作
戦

参
加

者
は
1
2
,0

8
4
人

（
R
2
.6

末
時

点
）

○
地

域
の

支
え
合

い
体

制
の

構
築

（
P
4
）

•
「
岡

山
市

支
え
合

い
推

進
員

」
を
配

置
（
３
名

➡
６
名

に
増

員
）
。
「
地

域
支

え
合

い
推

進
会

議
（
第

2
層

協
議

体
）
」
の

設
置

等
を
支

援
（
H
2
9
：
６
カ
所

➡
R
1
：4

0
カ
所

）
。

○
在

宅
介

護
の

推
進
（
総
合

特
区
）

（
p
1
2
～
1
4
）

•
H
2
5
年

に
全

国
初

の
在

宅
介

護
に
特

化
し
た
総

合
特

区
に
指

定
。
「
介

護
サ
ー
ビ
ス
の

質
の

評
価

（
デ
イ
・
訪

問
介

護
）
」
「
介

護
機

器
の

貸
与

事
業

（
市

民
向

け
・
事

業
所

向
け
）
」
等

を
実

施
し
、
利

用
者

の
状

態
改

善
・
在

宅
生

活
支

援
を
推

進
。

●
制

度
改

正
が

不
十

分
•
H
3
0
報

酬
改

定
で
ア
ウ
ト
カ
ム
指
標

が
導

入
さ
れ
る
も
、

内
容

は
不

十
分

。
国

を
動

か
す
た
め
に
更

な
る
デ
ー
タ
蓄

積
を
。

“
制

度
改

正
に
つ

な
が

る
事

業
見

直
し
“

○
地

域
に
根

差
し
た

相
談

支
援

体
制

の
構

築
（
P
5
）

•
地

域
包

括
支

援
セ
ン
タ
ー
の

人
員

体
制

強
化

、
業

務
効

率
化

等
の

取
組

を
実

施
。
相

談
受

付
件

数
は
、
R
1
に
9
5
,5

5
3
件

（
計

画
値

3
4
,5

0
0
件

）
と
増

加
す
る
ニ
ー
ズ
に
対

応
。

●
本

人
以

外
か

ら
の

相
談

が
多

数
•
R
1
実

績
で
は
、
「
高

齢
者

本
人

か
ら
の

相
談

」
は

全
体

の
約

２
割

。

“
家

族
や
関

係
機

関
へ

の
ア
プ
ロ
ー
チ
”

方
向

性

1
1

資
料
７



基本目標 １

いつまでも地域とつながり、いきいきと活躍できる環境づくり

2

〈参考資料〉

7期計画の主な取組

SIBを活用した生涯活躍就労支援事業

準備・実施の状況

【平成30年度】
・7月 中小企業の高齢者雇用に関する意識調査（アンケート）を実施。
・3月 中小企業向けの高齢者雇用促進セミナーを実施。
【令和元年度】
・ 従来の生涯現役応援センター（社協）がボランティア活動の希望者を

中心にマッチング支援を実施（7月末までで事業終了）。
・ 8月～ 生涯現役応援センターを引き継ぎ、新事業として事業開始。

社協が支援を継続。
・ 9月～ コンソーシアム（JFRA，社協，パソナ岡山，グロップ）内で、

新スキーム（事業運営ルール詳細や共通様式など）を調整。
・10月～ 社協＋パソナ岡山＋グロップによる新体制・新スキームによる

マッチング支援を開始。
【令和2年度】
・4月～ 登録者と企業との交流事業などを通じて登録者を拡大していく。

3

事業の概要

民間の就労支援機関、社会福祉協議会によるコンソーシアム（JFRA，

社協，パソナ岡山，グロップ）が、高齢者の就労支援をワンストップで行う
もの。利用者の状況をアセスメントし、必要な支援メニューとのマッチング
を行う。

民間の就労支援機関は、就労希望者の経歴や労働条件の調整等によ
り就労に結び付け、社会福祉協議会は生活環境の立て直し支援と就労
支援をセットで行う。

雇用先企業等に対しては、高齢者等の雇用に関する意識改革や労働
条件の見直しを求めていく。

高齢者等誰もが地域や社会で役割を持って活躍できる“生涯現役社会“の実現

事業目的



岡山市の支え合いの地域づくりの進め方

①地域づくりの支援体制を強化し、地域づくり関係機関がチームで地域アプローチの方法を検討し、②地域づくりのツールを活用しながら、

③地域の既存の話し合いの場を活用して地域支え合い推進会議（第2層）の設置を促し、④地域の実情や地域の活動の濃淡に応じ、「通い

の場」「見守り活動」「困りごと支援」などが 行われるよう支援していく

岡山市支え合い推進員（第1層）の配置
（H27～:1人⇒H30：6名）

地域支え合い推進員（第2層）の配置
（R2～:14人）

岡山市支え合い推進会議
（福祉区）の立ち上げ

●支え合い・助け合いを広める（創出・
充実、拡大とネットワーク化）

●多様な関係主体間の定期的な情
報共有、連携・協働により、助け
合い活動を広げていく

地域づくり関係部署・機関ネットワーク

話し合いの場づくり

居場所・通いの場づくり

●概ね⼩学校区単位で、住⺠と地域関係団体等で建
設的な協議ができる場を⽴ち上げていく

●介護予防ができる「通いの場」
●高齢者が互いに支え合う「居場所」

話し合いをすることにより、地域での足り
ない活動や困っている人の支援などが
浮かび上がる。

支え合い・困り
ごと支援

地域づくりの支援体制を強化

普及啓発

担い手の掘り起し

●市民フォーラムや地域へ出
向いて勉強会の開催

●生活・介護支援サポーター養成

●地域資源の
⾒える化

情報収集・提供

●連携の場を設置（全市（おさかな会議）・福
祉区・⼩中学校区単位で実施）

地域づくりのツール

機運醸成

●実践交流会の開催
●あっ晴れ︕もも太郎体操

支え合いの地域づくり

見守り活動

１

２
３

４

4

地域包括支援センターの機能強化の必要性について

セ
ン
タ
ー
に
求
め
ら
れ
る
役
割

センター全体

②適切なアセスメント、マネジメント

③地域づくり・資源開発

センター職員

①アウトリーチ、実態把握、ネットワークづくり

・課題を抱える高齢者等に対して科学的な分析を行い、適切な医療・介護・福祉
の支援メニューに繋げられること

・必要に応じて新たな地域資源を多様な主体と連携して創出すること

現
状

★採用者数が離職者を補うに留まるなどにより人員不足が常態化
★職員一人が担当する高齢者が多く、課題が複雑・高度化し、職員負担が増加

「高齢者のあらゆる困り事を受け付ける総合相談窓口」
としての機能が十分に発揮できていない

方
向
性

しかし

全ての団塊の世代が後期高齢者となる令和７年を見据えて強化を進める「地域包括ケアシステム」の中核を

担うセンターの機能強化を、令和5年を目途に段階的に進める。

○適切なセンター運営に必要な⼈員体制づくり
○離職防⽌（処遇改善、業務改善等）○職員の資質向上 を⾏っていく

・担当地区に足を運び、全ての高齢者のありとあらゆる情報を把握していること
・そのために、地域組織と密接に連携が取れていること

このため

一層深刻な形で進行
する高齢化に伴い、
高度化・多様化する
ニーズへ適切に対応
すること

専門職として専門性の発揮

地域の高齢者を支え
る、地域包括ケアシ
ステムの中核機関

平成30年8月の「岡山市地域

包括支援センター運営協議
会」で協議・整理した方針に従
い、センターの機能強化の取
り組みを開始

5



基本目標 ２

状態を改善し、健康寿命を延伸する多様なサービスの展開

6

○出張チェック （地域活動の場）

介護予防教室

あっ晴れ!もも太郎体操

地域のイベント会場など

○常設チェック （身近な場所）

まちの保健室

薬局

医療機関

① フレイルチェック ・・・[常設チェック] 薬局、まちの保健室など市民の身近な場所でフレイルチェックを実施。
※令和２年度も実施機関拡大に向けて研修会実施予定

[出張チェック] 介護予防教室、あっ晴れ！もも太郎体操などの地域活動の場に、
介護予防センターの専門職が出向いてフレイルチェックを実施。

② 指導・アドバイス・・・フレイル該当者等には、介護予防センターの専門職が必要に応じて、個別に原因分析
や予防活動の指導・アドバイスを行い、予防の取組みにつなげる。

③ 予防の取組み ・・・・フレイル該当となった高齢者が予防の取組みを実践する。

◆運動
・あっ晴れ！もも太郎
体操
・介護予防教室

◆栄養・食・口腔
・子ども食堂

◆社会参加
・ふれあい・いきいきサ
ロン
・公民館講座
・認知症カフェ
・健康21イベント

（a） アセスメント
（詳細ヒアリング，機能測定，健康状態の確

認）

（b） 個別プログラム作成
（取り組むべき事項，地域資源MAP）

（c）取組支援・継続支援
（取り組む上でのアドバイス，目標設定，
取組先の紹介，取組内容の見直しなど）

取組みに
つなげる

フレイル該当者

出張

フレイル該当者

市内3カ所

② 指導・アドバイス ③ 予防の取組み

専門職 計29名（看護師、理学療法士、
作業療法士、健康運動指導士など）

岡山市ふれあい介護予防センター

① フレイルチェック

市内3カ所

フレイル対策事業のイメージ

令和元年8月5日から開始

7



出資

元本償還
配当

35歳以上
企業の従業員

市⺠
（参加者）

ポイントカード
を持って参加

運動︓フィットネスなどの利⽤

栄養・⾷⽣活︓スーパーなどで健康
的な⾷事の購入

社会参加︓カルチャースクール、
イベントへの参加等

健康ポイント事業

利⽤するこ
とでポイント
付与

健康的な⽣活の習慣化

ポイント数に合わせた
インセンティブ
福利厚⽣費の補助

企業

市⺠

予算執⾏

中間支援組織

継
続

継
続

成果指標

おかやまケンコー大作戦
【サービス内容】
・対象︓35歳以上の市⺠及び在勤者で15,000⼈募集
・参加者はポイントカードを持ち、各サービスを利⽤。利⽤ごとにポイント付与
・ポイントに応じて参加者個⼈に商品券、企業枠で参加した企業に福利厚⽣費などのインセンティブを付与
・サービスを継続利⽤することで市⺠の健康的な⽣活が習慣化する

8

9



基本目標 ３

医療を含めた施設・在宅サービスを安心して利用できる仕組みづくり

10

認
知
症
サ
ポ
ー
タ
ー
の
養
成
（
出
前
・
定
例
開
催
）

認
知
症
サ
ポ
ー
ト
リ
ー
ダ
ー
の
養
成

キ
ャ
ラ
バ
ン
・
メ
イ
ト
の
養
成

さらに認知症

について深く

学び、地域で

の活動を自主

的に行いたい

方を募集。

認知症サポー

ター養成講座

の講師役とし

て活動できる

方を募集。他

に教員OBや

ケアマネなど

の専門職も募

集。

市
と
協
力
し
た
啓
発
活
動
や
、
地
域
の
特
性
を

踏
ま
え
た
自
主
活
動
の
実
施

講師として協力

地域における認知症の方や

その家族を温かく見守る

○認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温か
い目で見守る認知症サポーターを養成し、認知症に
なっても安心して暮らせる地域づくりを推進する。

○認知症の人やその家族への適切なサポートや、
地域住民に対する啓発活動およびネットワーク活動
の実践ができる認知症サポートリーダーを養成する。

○講師役であるキャラバン・メイトを養成し、様々な
分野での認知症サポーター養成講座の開催をすす
める。

認知症サポーター、サポートリーダー、キャラバン・メイト養成事業

概要

認知症サポーター／サポートリーダー／キャラバン・メイトの養成

養成数（累計） H29年度 Ｈ30年度 Ｒ元年度

認知症サポーター 40,322人 46,204人 52,565人

サポートリーダー 188人 246人 298人

キャラバン・メイト 488人 558人 599人

事業内容

養成後の活動例

目標 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ2年度

認利用サポーター
養成数（累計）

46,000人 52,000人 58,000人

サポートリーダー
養成数（累計）

240人 290人 340人

笑顔と温かみあふれるルネストラン

高校生のサポーターが認知症の人と協働でレストランを開店

認知症サポートリーダー養成時に
具体の活動の1つとして発表
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実施状況



○介護サービスの質を評価し、利用者の状態像の維持改善に努めている通所介護事業所へインセンティブを付与す

ることで、利用者の状態改善に向けた取組を後押しする。

○また利用者の状態改善を進めることで、介護給付費の抑制も図っていく。

事業の目的

事業概要 事業成果

①利用者の状態像の改善
実際の要介護度の推移を比較すると、
状態像の維持改善を促した事業所に
良い結果が得られた。

（参加事業所の方が、不参加事業所
より悪化が少なく、更にアウトカム評
価上位事業所は改善している）

※いずれも、平成27年９月と平成28年12月時点での同じ高齢者・同じ事業所の利用者で比較
※要介護度は便宜上、要支援１を0.3、要支援２を0.5として算出（要介護１～５はそれぞれ１～５）

②介護給付費の抑制
一人当たりの介護給付費の推移を比
較すると、状態像の維持改善を促した
事業所に良い結果が得られた。

（参加事業所の方が、不参加事業所
より給付費の伸びが小さく、評価上位
事業所は更に小さい）

○評価手法は、まずストラクチャー・プロセス
を５つの指標（市と事業所が共同で策定）で
評価し、それをクリアした事業所の中でアウト
カムを評価するという２段階になっている。

○アウトカム評価は、Barthel Indexを用いて、

年に２回通所介護の全利用者（同意書が取
れなかった者を除く）を対象に調査し、事業所
ごとの点数の維持改善度合を図る。

○インセンティブとして、５つの指標をクリアし
た事業所には表彰状を、更にアウトカム評価
上位事業所には表彰状に加え奨励金を付与
している。また、ＨＰや各種イベント等にて上
位事業所を周知している。

デイサービス改善インセンティブ事業

評価指標

１ 外部研修への参加状況

２ 医療機関との積極的連携(DASCモデル事業)

３ 認知症高齢者の受け入れ人数

４ 機能訓練指導員の常勤換算人数

５ 介護職員のうち介護福祉士の常勤換算人数

【５つの指標】
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訪問介護インセンティブ事業

事業創設の狙い・意義

事業スキーム

介護保険制度において、これまで以上に、高齢者本人の能力を活かし、自立を支援する制度が求められている。

訪問介護においても、従来より「自立」を意識したサービス提供に繋げるため、ＯＴやＰＴ等のリハビリ専門職と連携し、

利用者の状態をアセスメントした上での、適切なサービスの提供が望ましい。

国も「生活機能向上連携加算」の拡充等、訪問介護とリハビリ専門職の連携を図っているが、現状では十分に進んで

おらず、より強く推進していく必要がある。

訪問介護にリハ職の視点を活用

し、利用者の自立を促進する。

事業を構成する要素は、主に２つ

①リハ職の派遣

訪問介護事業所にリハ職を派遣し、

利用者をアセスメントして、自立支援

の観点からヘルパーに助言する。

②事業所の評価

リハ職がBarthel Indexを使い利用者

の状態像を年２回調査。評価項目を

達成した上で、状態が維持改善した

事業所を表彰する。
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介護ロボット普及推進事業

事業創設の狙い・意義

事業スキーム 貸与製品一覧

介護職員の離職率低減が求められる中、国の平成30年度介護報酬改定に関する審議報告において、今後の課題とし

て介護ロボットの幅広い活用が明記されるなど、職員の負担軽減に向けた介護ロボットの普及推進が求められているが、

現在のところ十分に進んでいるとは言い難い状況である。

本事業は、介護ロボットの事業所への貸与によって普及を推進し、そのもたらす効果を実証しようとするものである。

事業を構成する要素は主に以下の３つ

①介護ロボットの試用貸出
希望のあった介護事業所に対し、公募により選定した介護ロボットを無償で

３か月貸与する。

②事業所に対する研修会の実施
市内介護事業所を対象に、メーカーや事業所等により、ロボットの活用に関す

る研修会や講習会、及び製品の展示等を実施する。

③事業効果の調査と国への提言
ロボットの活用による負担軽減や自立支援の効果を明確化し、ロボット活用

施策や国への提言等に繋げていく。

【貸与製品一覧と実績】
11社13製品の提案があり、
６社７製品を選定。
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